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財政部は2017年12月29日に各種所得源泉税率基

準に関する一部条文を改正・公布しました。外国株主

が受領した配当又は利益に対する源泉税率は21%へ

引き上げられました。施行日は2018年1月1日です。

財政部によると、本基準に基づき外国株主が受領し

た配当または利益に対する源泉税率を１％引き上げ

ることにより、国内外株主の租税負担のバランスを取

ることができ、調整後もなお韓国（22％）、ドイツ

(26.375%)及びアメリカ(30%)等の他国に対する競争力

を有しているとしています。外国投資家が台湾との租

税協定の締結対象国の居住者である場合、その権益

には影響を与えず、当該協定に規定する配当金に係

る源泉税上限税率を適用することができます。(例え

ば、日本企業は日台租税協定に基づく配当金源泉税

の上限税率10％を適用することが可能。)

財政部が改正後の「各種所得源泉税率基準」の一部条文を公布

(外国投資家向けの源泉税率は21%へ引き上げ)

また、国税局は、配当金の受領時点によって、従前

の源泉税率20％又は改正後の21％を適用するかが

決まることに留意するよう注意喚起しています。例え

ば、昨年12月に配当を「決議」し、今年1月５日に「実

際」に配当する場合は、配当送金時点に基づき改正

後の21％が適用されます。また、外国株主の居住者

又は非居住者の認定について、法人の場合は認定に

疑義はないと考えられます。自然人の場合において

は、台湾の居住者である場合、源泉税対象となりませ

んが、台湾の非居住者である場合、源泉税対象となり

ます。自然人が戸籍を有する場合、居住者とみなされ

ますが、戸籍を有していない場合、居留証の許可期

限に準拠します。その期限が当該年度において183日

を超過する場合も居住者とみなされます。つまり、台

湾に戸籍が無い又は居留期間が183日を超過しない

場合、 21％の源泉税が課徴されます。
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